
市町村総合戦略の推進上の課題等について

令和７年９月３日
北海道総合政策部地域創生局地域戦略課

○ 趣旨
各市町村における総合戦略の推進上の課題等を把握することにより、道の総合

戦略の着実な推進と併せて北海道全体の地域創生を効果的に進めていくことを
目的として、次のとおり調査を実施。

○ 対象
全道179市町村

○ 時点
令和７年６月現在

○ 調査項目
１ 市町村総合戦略の策定状況
２ 推進上の課題
３ 国や道に求める支援内容等
４ 主な施策と取組事例
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１ 市町村総合戦略の策定状況

○ 道内１７９の市町村の全てで総合戦略を策定。
このうちの約６割（１０５市町村）において、第３期総合戦略を策定済。

○ 約３割（５５市町村）において、今年度、現行戦略の終期を迎えるが、それぞれの
地域の実情に応じ、適切な時期に次期戦略を策定することとされており、戦略に
基づく取組が切れ目なく推進される見込み。

区 分 市町村数 (割合)

①第３期総合戦略を策定済の市町村 10５ (58.７%) 

・うち令和６年度（2024年度）以前に開始した市町村 12 (6.７%) 

・うち令和７年度（2025年度）に開始した市町村 9３ (5２.０%) 

②第２期総合戦略を推進中の市町村 7４ (41.３%) 

・うち令和７年度（2025年度）に期間が終了する市町村 5５ (3０.７%) 

・うち令和８年度（2026年度）以降に期間が終了する市町村 19 (10.6%) 

合 計 179 (100.0%)
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２ 推進上の課題 ※ 複数回答可

区 分 R7 R6

① 転出抑制や出生者数の伸び悩み ６９ ５６

② 適切な効果検証、KPI・取組の見直し等 ４２ ４６

③ 戦略を推進していく上での人材の育成・確保、
体制の整備

２８ ２５

④ 戦略を推進していく上での財源の確保等 ２６ ２３

⑤ 移住件数の伸び悩み ２１ １８

⑥ 雇用の創出等 １８ １３

⑦ 国の総合戦略（地方創生2.0基本構想）を勘
案した総合戦略の策定

１７ １４

⑧ 地域産業や医療・福祉サービス等における
人材の確保等

１６ ２２

⑨ 社会インフラ・サービスの維持・確保等 5 6 

⑩ 新しい地方経済・生活環境創生交付金(第２
世代交付金)活用事業の実施

5 4

○ ｢転出抑制や出生者数の伸び悩み｣（6９団体）が昨年度に続き最も多く､次いで「適
切な効果検証、KPI・取組の見直し等」（4２団体）、「戦略を推進していく上での人材の
育成・確保、体制の整備」（２８団体）が続いている。

○ 「転出抑制や出生者数の伸び悩み」（１３団体の増加）をはじめ、７項目で昨年度から
比較して増加となっている。
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区 分 主な回答

① 転出抑制や出生者数の
伸び悩み
（６９団体）

○ 進学・就職や高齢期における町外家族との同居などによる転出に歯止めがかからない状況
が続いている。

○ 少子化対策の一環として婚活支援に取り組む必要性があると考えているが、有用な手段が
見出せない。人口が少ない自治体においては、”婚活”を全面に出すと敬遠される傾向がある
ため、進め方を慎重に検討する必要がある。

○ 子育て支援策は充実している方ではあるが、出生者数は年々減少。子育て以外の部分で生
産年齢人口に興味を持ってもらえるような取組も並行して進めていくべきではあるが、
財政状況が厳しい中で、市町村単独での対策には限界があると感じている。

② 適切な効果検証、KPI・
取組の見直し等
（４２団体）

○ 物価高騰や社会情勢の変化により、数値目標を達成していない施策の事業内容の見直しや、
より効果的なKPIの設定等の検討が必要である。

○ 突発的な社会的状況の変化などもあり、ある程度長期的な視点に立たなければ数値として
表れない部分もあるため、各種取組が効果的であったのか、判断が難しい。

○ 効果検証のため、定量的な指標の設定に留意するが、統計学や経済学などの専門的な知識
に乏しく、地方創生のためにふさわしい設定値となっているかの判断が困難。

③ 戦略を推進する上での
人材の育成・確保、体制
の整備
（２８団体）

○ 地方創生の考え方や求めるレベルが庁内関係部署になかなか浸透せず、KPIの達成に向け
た体制が整っていない施策もあり、総合計画と併せた情報共有や啓発を強化して意識改革を
図っていく必要がある。

○ 人材確保に苦慮しており、現行体制での既存必須事業に加え、戦略推進に係る各種事業の
推進に支障が生じている。

④ 財源の確保等
（２６団体）

○ 魅力的な雇用創出にあたり企業誘致等の展開が想定されるが、企業にとって魅力のある条
件を提示する上では多額の財源が必要となる。

○ 総合戦略を構成する事業のうち、地方創生関連の交付金を活用している事業も多くあるが、
「稼ぐ力」を自治体実施事業に付加することに苦慮しており、交付金終了後の「自走化」に向け
た課題がある。

２ 推進上の課題 ※ 自由記載（複数回答可）
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区 分 主な回答

⑤ 移住件数の伸び悩み
（２１団体）

○ 転入者向けに新築に係る移住奨励金施策等を実施しているものの、物価高騰や利便性
等の課題も相まって移住希望者の関心に結びついていない。

○ 広告やイベント時の周知を行っているが、移住希望者の関心が得られる効果的なPR方
法の検討が必要である。

⑥ 雇用の創出等
（１８団体）

○ 漁業、農業、商業、観光業と各分野にわたって支援策を講じてはいるが、明確な雇用の
増にはつながっていないことから、再生可能エネルギーの活用など新たな産業形態の構
築による雇用創出についても検討する必要がある。

○ 就業体験やふるさと納税など、様々なきっかけを通じた関係人口を活かし、二地域居
住、移住・定住につながる新たな雇用創出の仕組みづくりを進めていく必要がある。

⑦ 国の総合戦略を勘案し
た戦略の策定
（１７団体）

○ 地方創生2.0基本構想が閣議決定されたことに併せて、地方には構想を推進する取組
への早期着手と地方版総合戦略の見直しが求められており、地方行政としての政策展開
を短期間で変更しなければならない状況に苦慮している。

○ 地方創生2.0の基本構想が閣議決定され、地方自治体には国の総合戦略を勘案した総
合戦略の策定が求められているが、今年度から第３期戦略が始まったばかりである中、ど
のように地方創生2.0を組み込むかが課題である。

⑧ 地域産業や医療・福祉
サービス等における人材
の確保等
（１６団体）

○ 労働人口減少下での労働力確保が課題となっている一方で、労働時間や労働体系など
の関係から、女性が活躍することができる職種が限られている状況となっている。

○ 地域企業が安定的に事業を営むことができるよう、雇用面や採用面でのニーズ調査を
行うなど、関係機関等が連携して雇用の安定を図る必要がある。

⑨ 社会インフラ・サービス
の維持・確保等（５団体）

○ 将来的に維持していく必要がある公共施設や上下水道等の老朽化対策など、生活イン
フラの整備に多くの課題がある。

⑩ 新しい地方経済・生活環
境創生交付金（第２世代
交付金）活用事業の実施
（５団体）

○ イニシャルコストは交付金を活用できるが、ランニングコストは企業版ふるさと納税等
を活用して補っている状況が続いている。

２ 推進上の課題 ※ 自由記載（複数回答可）
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３ 国や道に求める支援内容等 ※自由記載（複数回答可）

区 分 R７ R６ 主な回答

① 財政的支援 5７ ５２ ○ 地方創生2.0基本構想では、目指す姿として、①「強い」経済 ②「豊かな」
生活環境 ③「新しい日本・楽しい日本」を掲げているが、地方においては、民
間病院、公的病院ともに、物価高騰や医療従事者確保に対するコスト増など、
経営状況が逼迫しており、地方創生に関する施策を検討する以前に、足元の
基礎的な生活基盤の維持すら危うい状況となっていることから、必要な財源
措置など抜本的な改革を求める。

○ 出生数の増加に対する施策は、基礎自治体としての地方自治体、特に小規
模自治体単体では極めて困難。国家的なインパクトの強い取組を求める。

② 情報提供、助言等 22 2２ ○ 各分野ごとで事業の推進に関する情報提供が行われているが、事例等の紹
介を活発化させ、各市町村が多くの選択肢から支援を検討できるような情報
提供を求める。

○ 地方創生2.0基本構想をもとに地方版総合戦略の改訂を進めていくことが
求められているが、現時点では情報が少なすぎることから、早期に情報提供い
ただきたい。

③ 人的支援 1１ １２ ○ 財政難により職員採用を抑制せざるを得ないだけではなく、採用試験を実
施しても特に技術職で職員確保が難しくなっているため、道による人的支援
の拡充を図るだけではなく、国からの積極的な人的支援も求める。

○ 財源があっても実行するためのプレイヤー不足が課題となっているため、
活性化起業人や地域おこし協力隊、地域プロジェクトマネージャー制度などの
拡充を求める。

④ その他 2０ ２１ ○ 事業推進のための様々な国の助成メニューがあるが、複雑かつ制度も厳
格化されていくため、業務負担の軽減となるようなサポートや仕組みを構築
いただきたい。

○ 学校法人や企業の都心回帰が顕著となっており、人口と機能の都市部への
一極集中による地方衰退の加速化が懸念されることから、地方への分散を推
進していただきたい。

○ 「財政的支援」が５団体増の5７団体で昨年度に引き続き最多。
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４ 主な施策と取組事例

※ 各事例の詳細については、別添資料２－２のとおり
※ 上記を含め、道内市町村の取組事例を取りまとめ、道HPで公開するとともに、市町村へ情報提供

区 分 市町村 取組の概要

① 交通 日高町 ■ ＡＩデマンドバスの試験運行等を通じた町内公共交通の最適化

車を持たない学生や高齢者などの日常生活に欠かすことのできない交通手段の維持・確保に向け、AI
デマンドバスの試験運行を実施し、町内公共交通の最適化を図っている。

② 観光 鹿部町 ■ 体験観光の充実により人を「集める力」を高める

体験観光の受入体制整備や体験プログラムの磨き上げなどにより観光客の満足度や認知度の向上を
図り、町内の交流人口を増やすことで、地域活性化の好循環創出を目指している。

③ ﾃﾞｼﾞﾀ
ﾙ化

富良野市 ■ デジタルの活用による行政サービスの向上

庁内にスマートシティ戦略室を立ち上げて、利便性向上やＤＸ推進に向けた取組を展開し、ICTの恩恵
を市民誰もが享受できるデジタル社会の実現を目指している。

④ 教育 中頓別町 ■ 魅力ある教育環境の整備、子育て支援の推進

幼小中連携の外国語教育の充実や、小中校生を対象した自然体験活動などを展開して、子どもの心と
身体の成長につながる機会の創出に取り組んでいる。

⑤ 移住
定住

訓子府町 ■ 移住・定住の促進に向けた環境整備

様々な媒体を通じての情報発信のほか、相談会開催や空き家バンク制度など移住・定住促進のための
環境整備に取り組み、町民誰もが住み続けたいと思えるまちづくりを目指している。

⑥ 関係・
交流
人口

白糠町 ■ ふるさと納税制度を活用した関係・交流人口づくり

ふるさと納税制度の推進によりまちの魅力を発信し、寄附者とのつながりを活かした関係・交流人口の
創出と拡大を図っている。
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